
別記第１号様式（第６条関係）
年　　月　　日
新潟県知事　　　　　　　　　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金交付申請書

標記の補助金に係る事業を下記のとおり行いたいので、新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により補助金の交付を申請します。

記

１　補助事業の内容
□ソフト事業　・　□ハード事業　（該当するものに☑）
別紙「事業計画書」（別記第２号様式）及び「経費配分書」（別記第３号様式）のとおり

２　補助金申請額　　金　　　　　　円
（種別・申請額内訳）
	ソフト事業
	円

	ハード事業
	円



３　関係書類
(1) 事業計画書（別記第２号様式）及びその他の提出資料
(2) 経費配分書（別記第３号様式）
(3) 暴力団排除に関する誓約書（別記第４号様式）
[bookmark: _Hlk193742393](4) 新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金の活用に関する誓約書（別記第５号様式）
(5) 見積書の写し
１件あたり税込み100万円を超える取引については、原則として２社以上から見積をとり、より安価な発注先を選び、これらの複数の見積書をご提出ください。
(6) 別表に記載の行動計画の写し
(7) 申請者の概要（会社等の概要が確認できるもの。）
(8) 県税に係る納税証明書
[bookmark: _Hlk205488014](9) 振込先の通帳等の写し（下記「４　振込先」の情報が全て確認できるもの。）
　(10)その他知事が必要と認める書類

４　補助金の振込先
	金融機関名
	
	口座種別
（該当するものに☑）

	支店名
	
	

	口座番号
	
	
□普通・□当座

	フリガナ
	
	

	口座名義人
	
	



５　連絡先
	法人名称
	
	担当者職・氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	



６　その他
　　要綱第２条に定める補助金の交付対象者の条件をすべて満たします。



別記第２号様式（第６条関係）
事業計画書

１　事業概要
	申請する事業の概要



	

	事業実施により期待される効果



	① 行動計画の数値目標


② 現状値（申請時点の数値と時点を記載）


③ 事業実施により期待される効果
事業の実施により見込まれる効果（直接的な効果）、その効果が数値目標の達成にどのようにつながるか




	補助対象事業を実施する事業所
	①
	名称
	

	
	
	所在地
	

	
	②
	名称
	

	
	
	所在地
	

	
	③
	名称
	

	
	
	所在地
	

	実施スケジュール
	契約・発注日
	年　　月　　日

	
	工事着手日
	年　　月　　日

	
	工事検査完了日
	年　　月　　日

	
	支払予定日（※）
	年　　月　　日


※年度内かつ実績報告書の提出期限に間に合うように、補助対象品目の納品及び支払を完了する計画を策定してください。

２　その他の提出資料
(1) ソフト事業に関する添付資料
[bookmark: _Hlk205488155]ア　実施内容が分かるもの（様式任意）
(2) ハード事業に関する添付資料
[bookmark: _Hlk205488203]ア　配置図（様式任意）
イ　仕様・性能・整備内容が分かるもの（カタログ等の写し、工事図面　等）
ウ　着工前（現在）の図面、写真（設置場所の全景、設備ごとの写真　等）

別記第３号様式（第６条関係）

経費配分書
１　収入
	区分
	金額（円）
	摘要

	本補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他（　　　　　　）
	
	

	合計(Ａ)
	
	



２　支出（経費配分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	内容
	事業経費（税抜き）
	左記のうち補助対象経費（税抜き）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	補助対象経費合計（Ｂ）
	

	補助金交付申請額（千円未満切り捨て）（Ｃ＝Ｂ×補助率）
（補助率）
・新潟県多様で柔軟な働き方・女性活躍実践企業認定（ゴールド認定）：1/2　
・新潟県多様で柔軟な働き方・女性活躍実践企業認定：1/3
	


※金額は、消費税抜きの金額を記入してください。
※変更承認申請の場合は、変更前と変更後の内容（又は金額）を２段書きで記入してください。
※同一事業について、他の補助金等との併用はできません。


別記第４号様式（第６条関係）

暴力団等の排除に関する誓約書

年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

私は、新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、交付申請をするにあたり、次の事項を誓約します。

１　自社又は自社の役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。）は、次のいずれにも該当しないこと。

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3) 暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者
(4) 自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
(6) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者
(7) (3)から(6)に掲げる者のほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者

２　１の誓約事項に虚偽の内容があった場合又は１の(1)から(7)に該当することとなった場合は、新潟県に速やかに届け出るとともに、新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金の交付決定を取り消すことを承諾します。



別記第５号様式（第６条関係）

年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名


新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金
に関する誓約書


新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金を活用し、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画に定める目標の達成に向けて取組を推進します。

また、補助事業完了後においても、必要な報告、調査に協力します。


別記第６号様式（第８条関係）
年　　月　　日
新潟県知事　　　　　　　　様
（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金
計画変更承認申請書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のありました標記補助金について、下記のとおり計画内容を変更したいので、新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金交付要綱第８条の規定により承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記
１　変更の理由



２　変更の内容
(1) 事業内容の重要な部分に関する変更　【□有・□無】（該当するものに☑）
※詳細は事業計画書（別記第２号様式）に記載

(2) 補助対象経費の経費区分間の額に関する変更　【□有・□無】（該当するものに☑）
※詳細は経費配分書（別記第３号様式）に記載

３　関係書類（※変更前と変更後を比較できるよう記載してください。）
(1) 事業計画書（別記第２号様式）
(2) 経費配分書（別記第３号様式）
(3) その他知事が必要とする書類

４　連絡先
	法人名
	
	担当者職・氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	




[bookmark: _Hlk191999379]別記第７号様式（第10条関係）

年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金
中止（廃止）承認申請書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のありました標記補助金について、下記のとおり中止（廃止）したいので、新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金交付要綱第10条の規定により承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１　中止（廃止）の理由


２　中止の期間（廃止の時期）


３　今後の見通しと対策


４　関係書類（中止又は廃止の理由が確認できるもの）


５　連絡先
	法人名
	
	担当者職・氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	




別記第８号様式（第11条関係）

年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金
遅延等報告書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のありました標記補助金について、下記の理由により予定の期間内に完了しないこととなったので、新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金交付要綱第11条の規定により報告します。
記

１　補助事業の進捗状況


２　遅延の内容及び理由（※自己都合によるものは認められません。）


３　遅延に対する対応


４　事業完了予定日
年　　月　　日

５　連絡先
	法人名
	
	担当者職・氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	




別記第９号様式（第14条関係）

年　　月　　日
新潟県知事　　　　　　　　様
（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金
実績報告書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のありました標記補助金について、下記のとおり完了したので、新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　事業の実績
□ソフト事業　・　□ハード事業　（該当するものに☑）
別紙「事業実績書」（別記第10号様式）及び「収支実績書」（別記第11号様式）のとおり

２　補助金の額　　金　　　　　　円

３　関係書類
(1) 事業実績書（別記第10号様式）及びその他の提出資料
(2) 収支実績書（別記第11号様式）
(3) 取得財産等管理台帳（別記第12号様式）の写し（※該当がある場合のみ）
(4) 見積書及び契約書の写し
[bookmark: _Hlk205488999]　　※１件当たり100万円超の場合は２社以上の見積書の写し
(5) 請求書及び領収書の写し又はその他支払証拠書類
(6) その他知事が必要と認める書類

４　連絡先
	法人名
	
	担当者職・氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	




別記第10号様式（第14条関係）
事業実績書

１　事業概要
	補助対象事業を実施した事業所

	①
	所在地
	

	
	
	名称
	

	
	②
	所在地
	

	
	
	名称
	

	
	③

	所在地
	

	
	
	名称
	

	補助事業完了年月日
	年　　月　　日

	補助事業の内容
	



２　その他の提出資料
(1) ソフト事業に関する添付資料
ア　事業実績が分かるもの（様式任意）
[bookmark: _Hlk205489195](2) ハード事業に関する添付資料
ア　納品書又は工事完了報告書
イ　仕様・性能・整備内容が分かるもの（カタログ等の写し、工事図面　等）
ウ　着工前、着工後の写真（設置場所の全景、設備ごとの写真　等）



別記第11号様式（第14条関係）
収支実績書
１　収入（実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額（円）
	摘要

	本補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他（　　　　　　）
	
	

	合計(Ａ)
	
	



２　支出（実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	内容
	事業経費（税抜き）
	左記のうち補助対象経費（税抜き）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	補助対象経費合計（Ｂ）
	

	補助金交付申請額（千円未満切り捨て）（Ｃ＝Ｂ×補助率）
（補助率）
・新潟県多様で柔軟な働き方・女性活躍実践企業認定（ゴールド認定）：1/2　
・新潟県多様で柔軟な働き方・女性活躍実践企業認定：1/3
	

	交付決定通知書記載の補助金額（計画変更で補助金の額を変更した場合は変更後の額）（Ｄ）
	

	補助金額(Ｃ又はＤのいずれか低い額)
	


※金額は、消費税抜きの金額を記入してください
※同一事業について、他の補助金等との併用はできません。


別記第12号様式（第14条関係）

取得財産等管理台帳

	　　　　　区分
財産名
	規格
	数量
	単価（税抜）
	金額（税抜）
	取得
年月日
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


１　この台帳記載の対象となる取得財産等（取得価格又は効用の増加価格５０万円以上）は、減価償却資産とする。

２　数量は、同一規格であれば、一括して記載して差し支えない。ただし、単価が異なる場合は区分して記載のこと。


別記第13号様式（第18条関係）

年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様

（申請者）
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者職名・氏名

新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金
に係る財産処分承認申請書

年　　月　　日付け　　　第　　　号で額の確定を受けた標記補助金により、取得した財産を下記のとおり処分したいので、新潟県女性に魅力ある職場づくり支援事業補助金交付要綱第18条の規定により承認を申請します。

記

１　処分予定の取得財産の品目及び取得年月日


２　取得価格および時価


３　処分の方法


４　処分理由


５　連絡先
	法人名
	
	担当者職・氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	



